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はじめに 

 

 

 平成 27 年 2 月に策定された「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」におい

ては、2050 年を目標に「将来の社会状況の変化に対応し、将来にわたり輝き続け、

魅力にあふれた“世界都市”の顔としての都心臨海部を形成」することが求めら

れております。 

 

 その都心臨海部の東の玄関口に位置する東神奈川臨海部周辺地区においては、

東高島駅北地区土地区画整理事業の事業化に向けた準備が着々と進められており、

「世界が注目し、横浜が目的地となる新しい都心」の実現の一翼を担うべく、医

療・健康・居住を主なコンセプトとしたまちづくりが推進されております。 

 

 そうした背景において、この度、日本貨物鉄道株式会社及び三井不動産レジデ

ンシャル株式会社は、現在事業化に向けた準備を進めている上記、土地区画整理

事業の事業地内において、それぞれ住宅を主体とする高層建築物の建設計画の検

討を進めております。当該建築物の建設については、「横浜市環境影響評価条例」

の第 1 分類事業に該当する計画であることから、同条例に基づき本書「（仮称）

東高島駅北地区 C 地区棟計画 環境影響評価書」を取りまとめ、ここに提出させ

ていただきます。 

 

 本事業は、平成 33 年度の着工（予定）、平成 37 年度の供用開始（予定）を目

指しております。今後、事業計画の策定、事業の実施に当たり、環境影響評価手

続の結果を踏まえ、環境や防災、安全、安心に配慮した計画としつつ、都心臨海

部における新たな拠点に位置づけられる東神奈川臨海部周辺地区のランドマーク

に相応しい、質の高い居住環境を整備してまいります。 

 

  



 

 

本書提出までの環境影響評価手続経緯 

■計画段階配慮書手続 

項目 期間等 備考 

計画段階配慮書の提出 平成27年 3月11日  

計画段階配慮書の公告 平成27年 3月25日  

計画段階配慮書の縦覧 平成27年 3月25日～平成27年 4月 8日 15日間 

環境情報を記載した書面の受付 平成27年 3月25日～平成27年 4月 8日 2通 

配慮市長意見書作成のための 

環境影響評価審査会への意見聴取 

平成27年 3月27日  

平成27年 4月15日  

配慮市長意見書の作成 平成27年 5月 7日  

配慮市長意見書の公告 平成27年 5月15日  

配慮市長意見書の縦覧 平成27年 5月15日～平成27年 5月29日 15日間 

 

■環境影響評価方法書手続 

項目 期間等 備考 

環境影響評価方法書の提出 平成28年 5月24日  

環境影響評価方法書の公告 平成28年 6月 3日  

環境影響評価方法書の縦覧 平成28年 6月 3日～平成28年 7月19日 47日間 

意見書の受付 平成28年 6月 3日～平成28年 7月19日 5通 

環境影響評価審査会への諮問 平成28年 6月 7日  

説明会の開催 平成28年 6月23日，6月26日 かなっくホール 

環境影響評価審査会での調査審議 

平成28年 7月 5日  

平成28年 8月 9日  

平成28年 9月13日  

平成28年10月18日  

方法市長意見書の作成 平成28年11月 2日  

方法市長意見書の公告 平成28年11月25日  

方法市長意見書の縦覧 平成28年11月25日～平成28年12月26日 32日間 

 

  



 

■環境影響評価準備書手続 

項目 期間等 備考 

環境影響評価準備書の届出 平成29年12月 1日  

環境影響評価準備書の公告 平成29年12月15日  

環境影響評価準備書の縦覧 平成29年12月15日～平成30年 1月29日 46日間 

意見書の受付 平成29年12月15日～平成30年 1月29日 10通 

説明会の開催 平成30年 1月12日，1月14日 かなっくホール 

環境影響評価審査会での調査審議 

平成29年12月25日  

平成30年 1月31日  

平成30年 3月16日  

準備書意見見解書の届出 平成30年 2月21日  

準備書意見見解書の届出の公告 平成30年 3月 5日  

準備書意見見解書の縦覧 平成30年 3月 5日～平成30年 3月19日 15日間 

意見陳述の申出 平成30年 3月 5日～平成30年 3月19日 0人 

審査書の送付 平成30年 4月17日  

審査書の公告 平成30年 5月 2日  

審査書の縦覧 平成30年 5月 2日～平成30年 5月31日 30日間 

 

 

  



 

「横浜市環境影響評価条例」に基づく手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「横浜市環境影響評価条例の手続きの流れ【手続きフロー図】」 

   （横浜市環境創造局環境影響評価課ホームページ、平成29年6月閲覧） 

 

 

 

現在 

この段階です 
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